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（東洋大学大学院博士後期課程
〔報告の概要〕　
本発表は「税法における遡及適用」についての概略である
が、憲法、行政法、税法など多角的な観点からの検討が求められている分野である。今回は次回の発表につなげるための概説というものであったが、遡及をめぐる問題点について幅広く検討し、更には司法審査の在り方についても言及されている。　
Ⅰにおいては遡及と税法を論じる出発点として、憲法に定
められた租税法律主義について 条文を基にその必要性と概念がまとめられている。Ⅱでは遡及適用の内容と税法 対す
る問題点を掘り下げ、行政法の学説・著作が多く引用され、遡及適用の禁止される法的な根拠が確認されている。Ⅲでは遡及適用と財産権の関わりと問題点を指摘している。Ⅳにおいては、本発表の中心となる最高裁判決 判旨の確認と検討がなされ、従来の判例の動向と学説の分析および、今後の判例の在り方を示唆するも であった。　
報告後の質疑応答では「税」についてだけではなく、 「遡
及」についての根本的な法原則や実社会において浮上する問題など幅広い観点から中身の濃い議論がな た。【報告】　
お集まりいただいてありがとうございます。今日は税法の
遡及適用というテーマでお話させて頂きたいと思います。税金が、どのような活動に対して、いくらかかってくる かによって、わたし達の経済生活が方向づけられていくと っても過言ではないで ょう。憲法もこの点に配慮しまして、税に関する規定を置 ています 三〇条は、国民は「法律の定めるところにより納税の義務を負
（
1）
ふ」とし、国民の義務
という観点から規定をしております それから、八四条は、新たに租税を課し、また 現行 租税を変更する は法律または法律の定める規定を必要とすると規定していま
（
2）
す。法律
によって、税が られる と っておりますけ も合理的な根拠なく、過大な租税を課すこととか、不明確な文
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言を用いて、課税について決定をするようなことは認められないだろうということです。　
そして、本報告のテーマですが、税に関する新しい法律を
定め、あるいは、すでにある法律を改正し、それを遡及的に適用して 不利益 及ぼすことが果たし 可能かということです。刑事法につきましては、遡及的不利益変更の禁止は、罪刑法定主義の内容をなしていま 。そして、憲法三九条は、刑事における遡及的 不利益を禁止していま
（
3）
す。何人も
実行の時に適法だった行為につい は、刑事上の責任を問われないという文言 な ております。この三九条の考え方は、刑事のみにとどまるものであろうか、と う です。もちろん三九条が 民 、あ いは、税法の領域において、直接に適応されるという考え方は ほとんどとられてないと思います。けれども、三九条が適用され らいって、遡及的な不利益変更を税法 及ぼ よいことにならないと思います。この遡及的な不利益変更におきまして、憲法上どういうふうな議論ができるのか お話をしたと思います。　
去年、最高裁判
（
4）
決がでました。不動産の長期譲渡における
損益通算を廃止することになりました そ 廃止を遡及させる法律に合憲判決が出たと 事例で 従来、憲法学者は、憲法八四条が規定する租税法律主義に関し、遡及的な不利益変更の問題をほ んど扱ってこ かったよ に思いま
す。それに対して、税法学者は、八四条の意味をより実践的に捉えています。それは、租税法律主義は、予測可能性だとか、法的安定性を確保している。そこで、遡及適用は禁止されるとしています。税法
（
5）
学においては、八四条の意味を、広
げて解釈を しか 、遡及適用が絶対的に禁止されることには 疑問も呈されています。税法は形式的に 遡及適用されているが、実質的にみると、あらかじめその内容についてメディア等により予測可能であったという場合があります。この場合には予測可能性は害されておらず あえて憲法に反して無効とするような必要 はないというこ です。そこで、八四条に違反してその税法が無効 なる めには、遡及によって著しく法的安定性が害されることが必要になってくるとの指摘があります。更 予測可能 や 的安定性を犠牲にしてもあえて、遡及をす 必要性が国会で議論され、法律として結実し いるならばこれを優先して、遡及適用も十分可能ではないかとの主張もみら ます。すなわち、民主的正統 という視点です。 ま 、八四条の遡及適用の禁止の内容は 遡及の程度や遡及を認めるべき政策配慮等を総合考慮しながら判断すべき うことです。更に、裁判になった場合には、司法審査の方法や審査基準も問題になると思います。　
税法は、私人の経済活動を決定する。とすれば、これを財
産権の問題と捉えることは可能であろう 思います。上述し
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た去年の最高裁の税法における遡及適用の問題は、事後法による財産権 制約が問題になった昭和五三年判決を下敷きにしています。そこで、税法の遡及適用について分析する前に、事後法による財産の制約と憲法二九条の議論を説明していきたいと思います。憲法二九条一項は、あ かも絶対的な、財産権に対す 保障に見えますが、同条二項・三項により、相対的な保障に ぎないです。憲法一二条、あるいは一三条で公共の福祉 よる制約を認めながら、それ 加えて、二九条で 『公共の福祉
（
6）
る』という文言が再び用い
られ いることについて 大きな意味 もたせています。警察規制、消極規制の根拠として、一二条・一三条を理解し、二九条二項・三項にある公共の福祉は、政策的な制約 可能としているとされています。そ 時々 、経済政策 よっ財産権の内容に 約を及ぼすことが可能だ いうことそして、そ 制約が「特別の犠
（
7）
牲」に当たる場合は補償が必
要とされ います。　
財産権制約立法について裁判所は、目的と手段それぞれの
正当性について審査を行っています。当初は、 を目的としているのであれば、財産権に対す 制約がなされたとしても、憲法に違反しな としていました。次に たとえ目的が正しかったとしても、その手段の相当性 検討 判例の流れ あろうかと思います。 、手段の相当性が問題となったのが昭和五三年の事後法における 制約で
す。いわゆる農地改革により、地主の土地が国有化され、これを小作に与え自作農としました。しかし自作農創設の目的が達成されて、なお余った土地については、元の地主が優先的に買い戻せるとしたわけです。しかも買収対価相当額の提供で足りるとしたわけです。ところが、この農地改革を、きっかけに日本の社会が変わり、都市化 、地価の騰貴が著しくなりました。そして、自作農創設目的が達成されたで、買収対価相当額により地主が買戻しを始めたということです。すると、いっ ん国有地となったものが、廉価で 主に買い戻されてしまっていいんだろうかと、批判を浴びました。そのため 急遽、特別法 より、時価の七割相当額に買戻し価格を変更しました。しかし旧地主は 買収対価で買い戻せると う権利に対して、七割相当額に変更してしまったこと、これは二九条二項では説明できないと 張 ました。最高裁大法廷判決
（
8）
は、結論から言いますと、これは合
憲だと、いうことであります。自作農創設の目的達成とい「事実」が発生しましたら、旧地主が申し込み、申込みがあったときに国が売払いの意思表示をすると買戻権が成立します。そこで、法律によって制限したのは買収対価相当額で買い戻 権利ではない。国はいまだ売払い 意思表示をないから、 「権利」は発生していないという捉え方です。そして「権利」が発生する前 制約をした は、提供され価を買収価格相当額から時価の七割相当額に変更 ことで
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あり、これは財産権の内容に対する制約にすぎないということです。これは、遡及的な不利益変更、予想外の変更にはなったけれども、財産の内容への制約として憲法二九条二項の枠の中にとどまっている、という が最高裁の説明だと思います。　
予想外の財産権の制約が許されるかどうかについては議論
があります。有名な奈良県のため池条例事
（
9）
件では、憲法二九
条三項が問題になりましたが、堤塘上での植栽行為は従来適法とされてきましたが、条例により違法行為とされました。最高裁は内在的制約説により、この問題を処理しています。堤塘の決壊をもたらす財産権の行使は本来許さ ないから、これを規制しても補償は不要である。すなわち憲 一二条・一三条のレベルで決着をつけ 何百年も適法行為とされてきた植栽行為を、いきな 評価を変えて違法行為とみて、規制しても補償は不要とするのは少し乱暴だろうというのが、少数意見の中に見られます。これも予想外 遡及的な不利益変更と言えると思います。ただ、 のことは、法律が制定される前に事実が終結な し確定したも に対 て遡及するときに問題になります。それに対 事実が継続中 法律で規制する場合は 遡及適用 問題ではないとされてす。　
予想外の財産権の制約につきましては、これは地裁判決で
すが、有名なものが一つありましたので挙げておきます。カ
ドミウムの除去と費用負担が問題になった事件です。カドミウムで汚染された農地について、廃土・却土の費用を誰に負担させるかということで、原因行為者、カドミウムを排出した工場に負担させることになりました。しかし、その工場は、自分達に有害性の認識は かったし、排出当時は、法律的にも禁止されてなかった。有害性宣言後の排出については、廃土・却土の費用負担はするが、適法だった時の排出について負担することはできないと主張しました。名古屋地
（
10）
裁
は、費用を排出工場に負担させるこ は適法 あると ました。その時にも、 『総合的勘案』がなされま たが 結局は原因行為者に費用 をさせるということ 、社会 公平の観点から許されるとしています。　
以上のような、財産権への遡及的不利益変更に関する議論
を踏まえて、税法の遡及適 について考えて ます。まず下級審判決について紹介して きます。東京地判昭和三六年四月二六日においては、従来課税されなかっ 公益法人の事業に対し、新た 、収益を目的とする事業については、課税されることになりました。遡及は、昭和二四年五月三一日施行されたものを 四年度の、事業開始年度から課税 るということです。一年間を通して に課税する場合 その途中で、法律が変更されても関係事業は変更されない。そこでこうした期間税については、法律が変わっても結局はその一年に対しての税金なので不利益は少ないとし ます 次
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に、昭和四七年の静岡地
（
11）
判では、保険料を引き上げる国民保
険条例を九月三〇日に施行して四月一日に遡及している。これは、かなり遡及の幅がありますが、保険料は四月一日に賦課しますが、一〇回に分けて納入をさせます。だれに、どういう職業に、どれだけ、保険料を課すかは九 にならないと分からない。しかし四月一日にはすでに賦課している。こういう、課税の仕方、仕組みを考えると、保険料が九月三〇日に決定され、四月一日に遡及したとしても国民・住民に対る不利益は許されるとしています。　
津地判昭和五四年二月二二日では、個人均等割りの市民税
について、四月二二日に決定 て四〇〇円から一二〇〇円に変更し、それを一 一日に遡及することは許されるとしました。要するに来年に持ち越さないで、その年 ら値上げをて払わせるということです。こ ついても 当該年度の初日が賦課期日であり、変更も一般の経済水準からすれば軽微な不利益とされました。　
上述の平成二三年最高裁判決と同様の事件が、福岡地判平
成二〇年一月二九日です。不動産長期譲渡、損益通算の廃止が問題となっています。損益通算廃止を定める法律を平成一六年四月一日に施行しましたが、同年一月一日に遡及しました。四月一日から 一日 の間 不動産 売却した者は予想外の税負担が及んだことが問題になりました。これに対して、被
（
12）
告は、一月一日から一二月三一日までの所得に対
して最終的に税金を課すというシステムがとられているので、この間に税法を変更 ることは許される しています。損益通算の廃止が得られるという『期待値』が裏切られただけで、最終的な義務 変更されたということにはならないということです。一方、原告は、取引行為時に支配していた法律を信頼して取引をするので、 法の遡及により思わぬ不利益が及んだと主張しています。福岡地裁は二〇年一月二九（
13）
日、予測可能性を害するということで違憲判決を下しています。その控訴審である福岡高裁 考え方は、税法は立法府の裁量的判断が尊重される領域であることを強調していま 。まず、年度途中の改正は予測可能性を害 る程度が低いとします。さらに、遡及により、駆け込み的な不動産売却の防止の必要があったとしています。つまり 損益通算 に伴う不動産の投げ売りにより価格 下がり、特定の人間による買占めにつながり、法の目的が達成できない。だから わずか三ヵ月ですが、遡及する必要性 あったとしています。加えて代償措置も用意されていて、住居用 不動産の買替え 場合については一定の手当てがなされているとして ます。　
福岡地裁・高裁の判決を受けて、同一の法律について最高
裁が判断を下しています。これが最一判平成二三年九月二二日です。最高裁は福岡高裁の判断をかなり支持していると思いますが、注目すべきは、八四条と遡及適用の関係につ て判断を示していることです。すなわち、税法の遡及適用は
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納税者の地位を変更しまた、法的安定性を害することがあり、これについては、憲法八四条・租税法律主義の趣旨 及ぶとしています。その上で、事後法による財産権の制約を問題とした昭和五三年判決が引用されています。そして、こで示された「総合的勘案」を本件におい も行い、遡及は三カ月と比較的短いこと、遡及的に され のは納税義務そのものではなく税負担軽減を期待しうる地位であったこと、等が指摘されています。　
最後に、最一判平成二三年の判旨の確認と若干の検討を
行っておきます。最高裁は、憲法八四条が「課税関係における法的安定性 保たれるべき趣旨を含む」としています。このことは、同条が「課税要件及び租税の賦課徴収の手続きが法律で明確に定められるべきこ を規定」 る、と たことと対比されるべきです。 なわち、課 要件・手続き等の「明確」については、憲法の直接の要請・保障 範囲でが、遡及適用が提起する「予測可能性・法的安定性 に関しては、憲法八四条に関連 保障にとどまるとの立場をとったように思われます。この点については、須藤正彦裁判官の補足意見
（同種の事件・同日に下された最
 二判平成二三年九月
三〇日）
は「国民は、現在の租税法規に基づく課税関係に依
拠して経済活動を行うものであるから、そこにおける法的安定性や予測可能性を保護すべきことは、 れを規定する憲八四条の趣旨から導き出される」とされていま 。
　
このように課税関係における法的安定性を「八四条の趣
旨」から導き出されるとすることによって遡及的な課税立法の禁止は絶対的ではなく、相対的であるとの解釈を引き出しています。そして、この相対性を前提に、具体的な遡及立法が禁止されるかどうかは「総合的勘案」によって決定されるとしています。そして、総合的勘案にあたり、本件において遡及的に変更されるの 「納税者の義務それ自体」ではなく、暦年終了時に、これまでどおり 租税負担で済むことを「期待しうる地位」であることを強調しています。このことは、上述の昭和五三年判決が、事後法によって制限され のは「すでに成立した売買契約に基づく権利」ではなく、 「国の売払いの意思表示」等が必要と であるとしていたことと軌を一 しています。【質疑応答】質問者Ａ「概略 は言 ながら詳細な報告をしていただきましたが、質問などありませんか。 」報告者「憲法判断は、当事者の権利救済に必要な限り おいてなされますが、その救済 ために 統治機構の保障である八四条を援用する適格があるかどうかも議論されるべきです。日本は、具体的審査制をとってい すがこの制度では、当事者の権利救済が中心となるはずです。租税法律主義は、制度保障だと思います。その制度に、遡及適用の禁止 盛り
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込まれているとしても、それを実際の当事者が裁判で援用できる権利でしょうか。ここで思い出されるのはレペタ事件です。裁判の公開は制度保障とされ、制度保障だからこれを当事者は裁判におい 援用できないとさ ました。これに対して、政教分離が問題になった事件では、住民訴訟が提起され、その客観的な制度保障の内容について細かく判断がなれました。具体的審査 における憲法の制度保障の審査はどのように行うべきなのか先生方の御意見を戴きたいところです。 」質問者Ｂ「統治の条文だから統治、人権の問題だから人権という区別は、最高裁はそれほど意識はしてないと思います。また、憲法研究者もどこまで意識して た か疑問がありす。 」報告者「アメリカの場合は、制度保障という考え方はとっていません。レペタ事件で 裁判公開 は制度保障なの当事者が援用できないとし、あくまで表現の自由・知る自由という人権侵害の観点から検討がなさ でも、住民訴訟が使えない場合には、消極的な姿勢を示しています。日本の場合には、裁判所のゲイトを ぐる とができるかという問題と、ゲイトをくぐった後に当事者はいかなる理由からどのような憲法問題を提起できるか いわゆる原告適格と争点適格 区別が不明確なような気がしま 今回、最高裁は、原告 は ないケース した で、八四条
の制度保障をめぐる争点適格の問題についてはほとんど考慮せず実体判断していると思います。 」質問者Ｂ「人権保障をどのように構築していくか、そのとらえ方が重要だと思います。制度全体が人権保障 なっ いるという見方をすれば、統治機構の条文でも について、人権の規定でもその客観的な側面について裁判ができるだろうし、今までもそうした視点から最高裁も判断してきたのではないかと思っています。 」報告者「日本 学者はドイツの影響が非常に強いと感じます。憲法判断に先立ち入口のスタンディングは丁寧に審査しますが、スタンディングがクリアできる 後は法の客観的な意味を追求しようとする傾向があると思います。この客観的意味の追求と法律の文面審査が一般のように感じてす。このことは、必ずしも訴訟当事 の権利救済に有利にたらいてい い 思います。憲法訴訟は、具体的な法律に関し、その憲法上の是非 幅広く検討する はなく、法律が侵害 た当事者の憲法上の権利を救済するこ 一番 目的ではないでしょうか。 」質問者Ｂ「確かに、ドイツ 場合、憲 裁 も憲法保障の一環だということが前面に現れます。その方法は、抽象的審査等も含めて様々 手続きに分 て あくまで憲法裁判は、人権保障でありなが 客観的秩序を守る、憲法の保障を守るということに落ち着くと思います。宮原先生は人権
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保障を強調されていますが、裁判所は憲法の客観的な秩序の形成に意識があると思 。 」報告者「憲法裁判による、憲法の客観的保障というのは、聞こえはいいけども、当事者の利益が犠牲になるこ が少なくないので な かということです。 訴訟になった場合に、法律 規制を受 ようとす 当事者の行為が、憲法によって守られているかが一番重要な視点であるはずです。ところがこの視点がいつの間 か失われ、そ 事件に適用される条文が、一般的に憲法に違反してるかどうかに力点が移ってい と思います。こ は、立法過程における審査の方 で憲法訴訟には適しないと思います。三権分立を考えても、最初に国会が一般的に妥当する法律を定め、具体的な事件に適用される中で当事者の人権を侵害する場合に適用違憲 出す。一般性と個別性の観点から法律の内容を充実させていくのではないでしょうか。 」報告者「当事者の提起する 実に即した憲 判断 、当事者の権利救済にふさわしいだけでなく、裁判所の限界を示してもいます。同様 、財政 ついても裁判所は消極 です。国家財政の問題については、立法者が、国民 対 政治責任を負うべきだということです。そこで、人権と財政 かかわった問題について最高裁判所は違憲判決を示さない傾向がありますが、この意味はそ 法律が積極的に合憲ということではなく、政治部門に投げ返すと う意味であることが多い
のではないでしょうか。 」報告者「裁判所の示す憲法判断は、純粋に憲法問題をとりだした判断ではないと思います。たとえば、妊娠中絶の問も、子供を産むか産まないかの権利は、憲法上の権利だと言っても、施術への補助金や医療保険等がかかわれば問題は複雑になる。妊娠中絶を直接は禁止しないが 法定の手続きを経ないで中絶をした人について 保険がおりないなどです。これらは財政的な援助 より、中絶を禁止する方向の政策で 側面、間接からですが中絶の自由に干渉していることに違いはありません。しか 、憲法訴訟に った場合、これら規制立法 財政 を理由に合憲とされがちで な でしょうか。財政支出の問題が絡んだ場合には、要注意だと思います。 」質問者Ｃ「今回の先生が取り上げた租税の問題と、それから遡及の 題は憲法学 中や租税法学の中だけで扱えるよう問題ではなく、現代 の、一般原則が全部絡んできてしまうような、とてつもない大きな問題と感じまし 。資本主義は基本的には、 『ある』 、 『ない』 、 『余ってる』 『足りない』 、そういう差を用いて金儲けをする経済システムです。日本も含めた資本主義社会のシステムという は差 いうもの いかにして、守り続け、維持しながら社会というものを動かていくかが根本にある。そうすると 何が大切かと うと、時間の固定化です。こ した観点から、遡及原則 、予測
東洋法学　第56巻第 3号（2013年 3 月）
253
可能性・法的安定性の問題も捉える事が出来ると思います。 」質問者Ａ「租税法律主
（
14）
義つまり八四条により法律で決定しな
ければならないのに、通達で変更することに最高裁はどう考えているのでしょうか。 」報告者「租税法律主義は、その国民 代表の定めでなければ、課税されないということが基本です。そこで、通達課税は本来許されな 。ただ 、国民代表の定めた法律の意味を実務家である行政機関が明らかにする、こ 限りで 通達は必要性があり許されるはずです。最高裁のパチンコ球遊戯事（
15）
件で問題になったことは、従来、通達により定めていた法律の意味を通達 より改めこ は実 立法であって許されないとの主張がなされた事件です。最高裁は、従来の通達は法律の意味を正しく伝えておらず新しい通達は 解釈として正当なものであるの 許されるとしま た。しかし、従来の解釈を信じ従ってきた国民の立場や従来の通達に依拠 ていたがために不意打ち 受けた国民の立場はどうな のか 最高裁は必ずしも明らかにしていないように思い す。 」注（１）
　
行政への白紙委任を許容する趣旨ではなく技術的事項に限って執
行を認めるもの。永山茂樹「第
22講
　
財政」加藤一彦・植村勝慶他編
著『新版・現代憲法入門講義』一三三頁（北樹出版、二〇〇一） 。
（２）
　
課税は国民代表の同意を要するという、租税は法律で決めるとす
る原理。財政を国王の自由にゆだねず議会の統制下におくということ
が近代立憲主義の課題であった。最初に租税徴収が実現され、後に歳入・歳出両面に議会の権限が及ぶようになる（財政議会主義） 。国会を介した統制に限らずより多元的な民主的コントロールを求める原理を財政民主主義という。永山茂樹「第
22講
　
財政」加藤一彦・植村勝慶
他編著『新版・現 憲法入門講義』二八八頁（北樹出版、二〇〇一） 。「租税」とは国または地方公共団体がその運営上で一般的経費に充てるために一方的かつ強 的に国民から徴収する金銭である。 は私有財産に対する侵害であるため法律（法律に基づく条例）によって具体的（租税法）に定めている。圓谷勝男『日本国憲法概説』一六一頁（高文堂、一九九〇） 。日本国憲法は第七章の財政で九ヶ条を規定している。規定の数や量 おいては明治憲法 比してそれほど差はないが内容については 政面における議会主義の原則の明確化・ 民に対する財政の公開・皇室 の国有化等により財政の民主化が徹底されている。杉村章三郎『法律学全集
10　
財政法〔新版〕 』一五頁（有斐閣、
一九八二） 。租税法律主義には類推・拡張解釈の禁止、租税に関する行政慣習法の否定、納税者に不利益な遡及適用の禁止求められる。これは「疑わしきは国庫の不利益に」の法理等が租税法律主義から派生するためである。
（３）
　
刑事法には法律主義、慣習法の禁止、類推解釈の禁止など様々原
則があるが、その つに「事後法」の禁止がある。行為後に施行された刑罰法規により施行前の行為を処罰してはならないという原則る（憲法三九条） 。これは行為 時に適法であった行為について遡って処罰することを禁じる とであり（ 「遡及処罰の禁止」 ） 、人が法律を目安として自由に行動する とを保障するという（ 「行動 予測可能性」 ）自由主義的要請 基づく。こ 原則がなければ行為 時に適法であったのに後から立 がなされ処罰する恐れ あれば人 これをおそれて活動ができなくなるからである。判例の変更 ついても遡及処罰の禁止をすべき する見解がある。判例のうちでも最高裁は事実上、後の判例に対し 拘束力があり、国民は を将来 行動 目安とする。そ ためその変更は行動の予測可能性を奪うと共に法秩序
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よる社会生活の円滑な営みを害する。最高裁が判例を変更して被告人を罰したり、より重罰とするときには、判例変更を宣言するにとどめ、その具体的事件には適用しないようにすべきであるという。 かし日本は判例法を基礎とする判例法主義であ 英米とは異なり、制定法を基礎とする制定法主義を採用しているため判例を刑法の直接的な法源と見ることはできない。また、前の判例が後の判例を法的に拘束するという先例拘束性も認められないため判例の変更を法律の変更と同様に考えることはできない。判例に法律 同じ強 拘束力を認めることは裁判所に立法権を与えることに等しくなる で国会を唯一の立法機関とする三権分立の原則に反するおそ もある。 た って最高裁は行為当時の最高裁判例に従えば無罪 なるべき行為を処罰することにしても、憲法三九条の遡及処罰の禁止には違反 ないと て る（最判平八・一一・一八刑集五〇・一〇・七四五） 。島伸一「第一章
　
刑法学への招待」 『たのしい刑法』二七頁以下頁（弘文堂、一九九八） 。
（４）
　
最一判平二三・九・二二民集六五・六・二七五六。
（５）
　
金子宏先生、碓井光明先生、谷口勢津夫先生等が挙げられた。
（６）
　
明治憲法二七条によっても「日本臣民ハ其ノ所有権を侵サルルコ
トナシ」として財産権の不可侵性が強調されたが、社会国家思想の進展に伴って財産権は社会的な拘束を負っ ものと考えられるようになった。名雪健二『日本国憲法』一〇二頁（有信堂高文社、二〇〇二） 。財産権の保障に関して、法律で れを定める場合、行政部の命令によることは許されない。財産権の保障とは、いかな 公権力も法律に基づくことなく個人の有する財産権 侵害できないこと法律によりこれらの正当な補償を必要とする いうことである。圓谷勝男『日本国憲法概説』一六一頁（高文堂、一九九〇） 。私有財産を無償で没収することは許されない。必ず正当な補償を必要とする（憲法二九条三項） 。
（７）
　
損失補償を受けるものは一般的制限を被ったものではなく「特別
な犠牲」を被った者とされる。植村勝慶「第
９
講
　
経済活動の自由
　
職業選択の自由と財産権の保障」加藤一彦・植村勝慶他編著『新版・現代憲法入門講義』一三三頁（北樹出版、二〇〇一） 。
（８）
　
最大判昭五三・七・一二・民集三二・五・九四六。 「正当な補償」
については従来、完全補償説と相当補償説の対立があった。完全補償説とは収容される財産権の客観的価値を全額補償すべきであるとするもので、相当補償説とは公正な算定の基準に基づき算出した合理的金額を保障すれば必ずしも完全補償でなくてもよいとする説である。農地改革事件（最大判昭二八・一二・二三民集七・一三・一五二三）は農地改革で所有農地を買収され そ 価格が憲法に う「正当な補償」に当たらないかが問題となった。最高裁は憲法二九条 項にいうところの財産権 公共の用に供する場合の正当 補償 は、その当時の経済状況 おいて成立することを考えられる価格に基づき、合理的に算出された相当な いう であっ 、必ずしも常にかかる価値と完全に一致することを要するもので ないと 、これが相当補償説をとっていると解されてきた。だが現在 は最高裁も土地収用 掛事例について、 「特別な犠牲の回収をはかるこ を目的」とするものであるから、 「完全な補償、す わち、収容の前後を通じて被 者の財産価値を等しくならしめるよう 補償をな べきであり 金銭をもって保障する場合 は、被収用者が近傍にお て被収容者 同等の代替土地等を取得することをうるに足りる金額の保障を要する」 （最判昭四八・一〇・一八民集二七・九・一二一〇）と述べ完全補償説前提としていると考えられ 。土地収用など 実務では完全補償を前提としたものになってい 。また、補償金の支払いは同時でなくてもよいとされる（最大判昭二四・七・一三刑集三 八・ 二八六） 。損失補償は公平負担を目的とする制度であるため農地改革 ような社会改革（社会化）の場合を除き通常の公用収用など 場合には完全補償が与えられなければならない。原田尚彦『行政法要論（全訂第四版増補版） 』二五四頁（学陽書房、二〇 〇） 。
（９）
　
溜池の堤とうに農作物を植えることを禁止した条例に違反したと
して起訴されたもの。最高裁は災害 未然に防ぐという社会生活上
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やむを得ない必要性からくるものであり、公共の福祉のため当然受忍しなければならず、この程度の制限は財産権を有するものの当然の責務であるから憲法二九条三項の損失補償も必要としないと判示し（最大判昭三八・六・二六刑集一七・五・五二一） 。
（
10）　
汚染農地の廃土客土事業費負担事件（名古屋地判昭六一・九・
二九判時一二一七・四六） 。本件は市長が公害防止事業費事業者負担法九条一項に基づいてした、過去において当該 原因となる事業活動を行ったことがあるが、同法施行後は右事業活動を行っていない事業者に対する公害防止事業費の事業者負担の決定は、憲法二九条・三九条に違反しないとされた事件である。カドミウム等の重金属が人の健康に及ぼす影響は比較的最近まで科学的解明がされておらず、よく知られていなかったために法的規制も行われて なかつた。原告の岩倉工場は、昭和三〇年六月より昭和四四年一二月まで 前記土壌汚染対策事業 対象地域において、カドミウムを使用し 航空機用螺子の製造事業を行っていた。本件土地の汚染はその工場廃水によつてもたらされたものであり 他 原因を求 ることはできないので、計画においては被告が費用負担者とされ ものである。公害の原因となる事業活動を行った者に し、その公害防止事業に要す 負担を求めることは、仮にその者に有害性 関する故意、過失がな ったとしても、右負担金の性質 刑事罰や不法行為に基づく損害賠償とは異なつた公法上の負担としてとらえる限り、正義、公平 観念に沿うものであると考えられる。原告がカドミウムを使用開始した昭和三〇年六月から昭和四三年五月 、昭和四三年六月からカドミウムの使用を中止し 昭和四四年一二月までの時期 分け 厚生省見解以前のものについては、水質汚染濁防止法施 前 行為であ カドミウムの有害性に関する知識の社会的認識もないため、これを減額要素と考え、三分 一を減額 厚生省見解後のものについては、法施行前の行為を減額要素と考え、四分 一を減額す のが相当であるとされた。
（
11）　
静岡地判昭四七・一〇・二七判タ二八六・二九五。保険料を引き
上げる国民健康保険条例を九月三〇日に施行、四月一日に遡及したもの。保険料率の告示は九月なので五回まで前年度の一〇分の一を徴収しあとに調整するという制度からすれば遡及は許されるとした。同様のものに東京地判昭三六・四・二六行集一二・四・八三九（法人による「収益を目的とする事業」に課税されることになったが昭和二四年五月三一日施行のものを二四年度の事業開始年度から課税したもの） 、津地判昭五四・二・二二行集三一・九・一八二 （控訴審：名古屋高判昭五 ・九・一六 集三一・九・一八二五、均等割市民税は念額をもって定められる で賦課期日における課税標準は問題になら いとした） 、大阪高判昭五二・八・ 〇 タ 五・三 八（昭和四七年七月一日に施行された地方税法では市町村税が昭和 四年一月一日以降に土地を取得した者飲みに課税された事例） 、福岡地判平二〇・一・二九判タ一二六・一七二（控訴審：福岡高判平二〇・一〇 判タ一二九四・九八） 、最一判平二 ・九 二二民集六五・六 二七五六（三ヶ月の遡及がなされているが五 判決が引用され「総合的勘案」がなされてい 、地位変更と法的安定性を鑑みて八二条の趣旨が及ぶとされ ）がある。
（
12）　
福岡地判平二〇・一・二九判タ一二六二・一七二。被告は、所得
税は一月一日から一 月三 日までの所得を対象に 月三一日に賦課する、つまり暦年途中の変更は遡及に当 らな と述べる。一方原告は、問題はすでに成立した義務の内容の変更ではなく、取引行為時の法令であ と主張する。損益通算廃止は暦年途中に決定す 必要はなく、予測可能性を害 ると判示 。控訴審（福岡高 平二〇・一〇・二一判タ 二九四・九八、確定）では総合的な政策の判断から立法府の裁量的判断が尊重された。前述した五三 判決の「総合的判断」が引用され 駆け込 的な不動産売却防 の必要性が述べられている。
（
13）　
福岡地判平二〇・一・二九判タ一二六二・一七二。
（
14）　
課税は国民代表の同意を要するという、租税は法律で決めるとす
る原理。財政を国王の自由にゆだねず議会の統制下におくということ
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が近代立憲主義の課題であった。最初に租税徴収が実現され、後に歳入・歳出両面に議会の権限が及ぶようになる（財政議会主義） 。国会を介した統制に限らずより多元的な民主的コントロールを求める原理を財政民主主義という。永山茂樹「第
22講
　
財政」加藤一彦・植村勝慶
他編著『新版・現 憲法入門講義』二八八頁（北樹出版、二〇〇一） 。
（
15）　
通達により課税の在り方を改めたものであり、憲法八四条との関
係が問題となった事例（最大判昭三三・三・二八民集一二・四・六二四） 。行政解釈を改めたもの 税法には安定性が必要である。本来税法は「疑わしきは国家の不利益に」という原則から類推解釈 拡大解釈は禁止される。しか この事例においては、今回の通達で謝ったこれまでの解釈が見直されたと見ることもできる。なお、通達は行政内部でのみ効力を有す もので、国民に不利益を課す直接の根拠にはならない。通達課税は違憲の疑いが濃いといわれる。永山茂樹「第
22講
　
財政」加藤一彦・植村勝慶他編著『新版・現代憲法入門講義』
一三三頁（北樹出版、二〇〇一 また、長い間課税さ て なかったならば、納税を納入する必要 ないとする行政の先例は確立されてはいない。最高裁は今回の で正しい解釈を示したと述べてい国家の沈黙は積極的 意思表示とみなされる 税法 安定性が第一であり、内容が難しく多岐に細かくなればある程度先例に従う が必要になる。
【参考文献】石村耕治「損益通算制限立法の遡及適用の憲法適合性」白鴎大学法科大
学院紀要２（二〇〇八） 。
宮原廣幸「租税法規の遡及適用に関する一考察――土地などの譲渡損失
の損益通算廃止を巡る裁判を通じて――」九州国際大学 学院法政論集
13（二〇一一） 。
清宮四郎『憲法Ⅰ〔新版〕 』 （有斐閣、一九七一） 。石村修・稲正樹『論点整理と演習
　
憲法』八五頁（敬文堂、二〇〇六） 。
圓谷勝男『現代憲法と市民法』 （高文堂、一九九七） 。
小林博志『行政法講義』 （成文堂、二〇〇四） 。野中俊彦他『憲法Ⅱ（第四版） 』 （有斐閣、二〇〇六） 。宮沢俊義『法律学全集
四　
憲法Ⅱ』 （有斐閣、一九五九） 。
芦部信喜『憲法
　
新版
　
補訂版』 （岩波書店、一九九九） 。
平岡久「
51　
パチンコ球遊器に関する通達」別冊ジュリスト一八一号
　
行政判例百選Ⅰ［第
五版］ （二〇〇六） 。
金子宏「
208　
通達課税と租税法律主義」別冊ジュリスト一五五号
　
憲法
判例百選Ⅰ［第四版］ （二〇〇〇） 。
（※注、参考文献も始澤による）
（しざわ・ますみ
　
東洋大学大学院博士後期課程）
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